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総務課指導監査室   



私たちが、監査で福祉事務所を訪れた隙、現業員の方々とお話をしている中で、悩んでいるひとつに年金  

があることをお聞きします。   

こ承知のとおり、生活保護制度は他法他施策優先でありますので、高齢者や障害を持った方、配偶者に先  

立たれた方などからの保護申請に際しては、常に年金制度の優先活用を念頭に置く必要があります。   

しかし、年金制鹿といってもいろんな種熱があり、内容も複雑であることから、十分に検討されずに終わ  

ってしまっているケースも少なくありません。   

そこで、当主ではこの「現業長のための年金ガイド」を作成しました。このガイドlま、年金制度の基本的  

部分を抜粋し、現場に沿ってわかりやすい内容にしてあります。   

このガイドは年金へのほんの入り口にすぎませんが、これを契機に研修会や勉強会で更なる年金知識の習  

得を望んでおります。   

このガイドが、生活保護受給者の方々の自立に向けて有効に活用されますことを心から願っております。  

平成20年3月3日   

厚生労働省社会・援護局総務課指導監査室   





蟹のI 老齢基礎年金及び老齢厚生年金等  （）内は、平成20年1月1日現在の年齢である。   

J．肺肝  

老齢基礎年金lよ公的年金の加入期間が阜阜年以上ある人が阜阜辱即と阜に受けられるのが原則ですが、昭和  
5年4月1日以前に生まれた人（現在77歳）は、その人の生年月日に応じて旦阜畢瑚周  
星短重されています。   

※ 受給要件のフロー（P7 参照）  

☆65歳から支給される老齢厚生年金☆   

厚生年金保険の被保険者期間がある人が、考翠革嘩年垂御車に、考蔓草郷里する形で支給  
されます。   

したがって、支給開始年齢は、老齢基礎年金と同じ65葛です。  

☆64歳までに特別支給される老齢厚生年金☆   

昭和16年（女子は昭和21年）4月1日以前（現在66歳以上）に生まれ、厚生年重爆卿  
あり、考帯革卿阜人には、60歳から65歳に達するまでの臥蔓寧嬰登と墾坦埠喫  
型金を合わせた頼の特別支給の老齢厚生年金が支給されます。（次項図参照）   
また、昭和16年4月2日から昭和24年4月1日（女子は昭和21年4月2日から昭和29年4月1日）までの同  

一卜   



に生まれた人（現在58歳～66歳）の特別支給の老齢厚生年金の卿  
蔓幹草わ草すが、星空凱即叫されます   
※ 受給要件のフロー（P8参照）  

60歳  65歳   

▼  ▼  

特別支給の老齢厚生年金  

（報酬比例部分）  
老 齢 厚 生 年 金  

特別支給の老齢厚生年金  

（定額部分）〔別表参照〕   
老 齢 基 礎 年 金   

〔別表〕（特別支給の老齢厚生年金の定額部分支給開始年齢表）  

定積部十分  生  年  月  日  

支給開始年齢  男  性   現在の年齢   女  性   在の年齢   

60歳   昭和16年4月1日以前  66歳   昭和21年4月1日以前  61歳   

昭和16年4月2日   昭和21年4月2日   59歳  
～昭和23年4月1日  61歳   

●  二1：・   

昭和18年4月2日   62歳   昭和23年4月2日   57歳  
～昭和20年4月1日  ～64歳   ～昭和25年4月1日  59歳   

63歳   
昭和20年4月2日   60歳   昭和25年4月2日   55歳  
一昭和22年4月1日  －62歳   ～昭和27年4月1日  57歳   

昭和22年4月2日   
64歳  

58歳   昭和27年4月2日   53歳  
一昭和24年4月1日  ～60歳   ～昭和29年4月1日  55歳   
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全ての国民から何らかの形で年金制度にカバーされ、それらを違算して年金を支給するという国民昔年金体制が定着  
するに伴い、脱退手当金の必要性は乏しくなってしまいました。このため、昭和61年4月から厚生年金保険の脱退手  

当金制度を原則として廃止することとなりました。（国民年金には、脱退手当金制度はありません。）   
た鵬阜学  

舎に限り、脱退手当金が支給される特例が設けられました。  

☆支給を受ける条件☆  

（1）昭和16年4月1日（現66歳）以前に生まれていること。  

（2）被保険者期間が5年以上あること  

（3）60歳に達していること  

（4）被保険者の資格を喪失していること  

（5）厚生年金保険の年金を受給できる資格がないこと  

＜支給される年金額＞   

全被保険者期間中の標準報酬月頼の平均額に、次表の被保険者期間に応じて決められた支給率を雲上皇帝が支給され  
ます。  

被保険者期間   率   被保険者期間   率   被保険者期間  1  率   

60月以上 72月  1．1   132月以上144月未満  2．7   204月以上216月未満  4．6   
72月以上 84月  1．3   144月以上156月未満  3．0   216月以上228月未満   5．0 H   
84月以上 96月  1．5   156月以上168月未満  3．3   228月以上  

96月以上108月  1．8   ●；＝     ；● ＝   －・「    ●  

108月以上120月  2．1   180月以上192月未満  3．9  
120月以上132月  2．4   192月以上204月未満  4．2  l   
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2．欄フいr  

（1）年金受給瀾始の未申告による保護費の不正受給  

（2）年金受給額の過少申告による保護黄の不正受給  

（3）年金額が改定されたことの未申告による不正受給  

（4）年金担保貸付の返済終了に伴う受給開始の未申告による保護費の不正受給  

年金受給については、本凛、卑串時嘩  

卿しかし、不正受給を未然lこ防止  
できなかった原因のひとつには福祉事績所において、次のような点を確認しなかったことも原因のひとつとしてあげら  

れる。  

〔開始時〕  

（1）職歴の確認不足  

（2）公的年金制度の加入期間の確認不足（厚年、国年、船保、厚年基金、国年基金、共済等）  

（3）年金受給の有無の確認不足  

（4）年金担保貸付の確認不足  

〔継摸ケース〕  

（1）年金の支給年月日及び受給額の申告（確認）漏れ  

（2）年齢が60歳以上の被保護者に対する公的年金制度の加入期間の確認漏れ  

（3）受給者満てに通知される年金額改雇通知書の確認漏れ  

（4）年金担保買付の返済完了年月日の確認漏れ  

ー4－   



確認方法   照   先  備  考   

ただし、非課税分（年金額が108  

（部課税調圭で   
万円（65歳以上の場合は、158万円）  

の確認   
市町村役場の税務担当部局  未満の場合は、課税されないため非  

課税情報で確認することはできない  

場合もある。   
②介護保険か   

市町村介護保険担当課  
介護保険料が年金から引き落とさ  

らの確認  れるため。   

厚生年金保険  

国民年金  ・社会保険事務所   
国民年金の場合は市町村国民年金  

船且保険  
課でも確認できる。  

・加入していた厚生年金基金  

・企業年金連合会  
厚生年金基金  

（被保険者期間が短い者、加入していた  
③公的年金機  厚生年金基金が解散している場合）  

開への照会  ・国民年金基金連合会  

国民年金基金   ・加入していた都道府県国民年金基金  

国家公務員共済組合  

共済組合   ・加入していた共済組合  
地方公務員等共演組合  

地方団体関係団体職月共済組合  
私立学校教職員共済組合  

恩 給   ・総務省人事・恩給局  

】④年金担保1  貸付   

借入の申し込みは金融機関で行う  

独立行政法人福祉医療機構  こととなるが、債務者の確認は金融  
機関では確認することができない。   
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（1）．本人または豪族等に年金受給に係る申告義務があることを事前に十分周知しておくこと。  

（2）生活保護開始時に被保護者より、公的年金加入期間（または職歴）等を十分確認すること。   

（当初面接時だけでなく、初回訪問時など気がついたときに確認することも大切である。）  

（3）常に被保護者（家族）の年齢を意識しておくこと。  

（4）被保護者が60歳に到達した時点で本人（または家族）から、公的年金加入期間（または職歴）を確認し、それ   
ぞれの公的機関に確認すること。  

（5）措祉事務所内において、自主的内部点検を実施する。（年金一斉調査を実施するなど‥・）  

（6）年金担保貸付については、被保漂着に借入できない旨を常に説明すること。   

また、既に貸付を受けている者については、完済完了年月日の確認を行うこと。   

老齢厚生年金、老齢基礎年金及び退  

職共済年金についてlま、社会保険庁  

（社会保険業務センター）より、毎年  

（1月頃）、市区町村役場に「公的年金  

等支払報告一覧表（課税分・非課税  

分）」が送付されている。   

老齢基礎年金についてlま、社会  

保険事務所より、毎月、「国民年金  

の裁定者一覧表」を市区町村役場  

に送付している。  

⊃  

可一′ 7一－・牙手冒？丈1耕◆ ′   

被保護者が受給している年金情報はこれら  

の一覧表で確認することができます。  
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く出発点〉  

加入期間ほ25  

年以上あるか  

生 年 月 日  加入期間は  

生年月日に  

応じて右の  

期間以上あ  

るか  

昭2．4．1以前  

昭2．4．2′〉昭3．4．1  

昭3．4．2～昭4．4。1  

昭4．4．2～昭5．4．1  

昭和5年4月1  

日以前生れか  

いいぇ  

生 年 月 日  被用者年金  

制度の加入  

期間は生年  
月日に応じ  

て右の期間  

以上あるか  

昭27．4。1以前  

喝27．4．2～昭28．4。1  

昭28．4．2～昭29，4．1  

昭29．4．一2～昭＄0。4．1  

昭30．4．2～昭31．4．1  

被用者年金制  
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は20年以上ぁ  
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年
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を
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け
る
の
に
必
要
な
期
間
を
満
た
し
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い
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いいぇ  

一般男子は40歳以後，  
生 年 月 日   期間   

生 
昭22．4．1以前  15年  

険 
は 

嘉内冨。船員ほ雷雲          はl       昭22．4．2～昭23．4．1   16年  
上  

厚生年金保険の期間   昭23．4．2～昭24．4．1  17年  

が生年月日に応じて   昭24．4．2～昭25．4．1  18年  

右の期間以上あるか   昭25．4．2～昭26．4．1  19年   

いいス．  いいぇ   

厚
保
間
以
か
 
 

－
ト
ー
 
 
 

（り昭和29年4月以前からひき続く15年間に坑内員として  
12年以上加入した  

（2）昭和引年3月31年宏でに漁船員の特例－（実期間11年3   

カ月以上）を満たした  

（3）退職共済年金の特例受給の資格期間を満たした  

（4）恩給など旧制度で老齢（退職）給付を受けられる  

右の特例  

のいずれ  
かに該当  

するか  



〈出発点〉  

厚生年金保険の被保険者期間があるか  老齢厚生年金を  
受けられない  

老齢基礎年金の資格期間を満たしたか  

65裁になるまで  
待つ  

厚生年金保険の被保険者期間が1年以上あるか  65競以上か   

坑内鼻・船員か  

昭和16年4月1日  
以前生まれか  

昭和1ら年4月1日  
以前生まれか  

昭和41年4月1日以前  
生まれで、坑内員・舶  
鼻としての実際の加入  
期間が15年以上あるか  

3級以上の陣  

尊者又は厚年  
壊保険者期間  
が44年以上か  

厚孝枝保険者期間  
が20年は5歳以礎  
75年）以上あるか  

3級以上の障害者  
又は厚年被保険者  
期間が4各年以上か  

生年月日に応じて次の年齢以上  
になると  
大15．4．2一昭21．4 昭21 
．4．2′→昭2＄．4  

昭2き．4．2－・昭25．4  
昭26．4．2′一昭2ア．4  
昭27．4．2一昭29．4  
昭29．4．2′－昭＄B．4  
昭＄＄．4．2”昭さ5．4  
昭さ5．4．2一昭37．4  
昭＄ア．4．2”喝39．4  
昭89．4．2′〉昭41．ヰ  

歳
歳
歳
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歳
歳
歳
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じて次の年齢以上  
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5
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～昭 7．4  
・一昭9．4  
一昭11．4  
・・一昭1＄．ヰ  
～昭15．4  

昭和24年4月1日以前生まれか  昭和29年4月1日以前生まれか  

左の年 齢に達 すると  
60歳から生年月日に応じて次の年齢に   
なるまで特別支冶の老齢厚生年金の報  

60厳から生年月日に応じて次の年齢に  
なるまで特別支給の老齢厚生年金の報  
酬比例謬分のみを受けられる  
昭21．4．2｛・喝28．4．1 61歳  
昭28．4．2′－昭25．4．1 62歳  
時25．4．2”昭27．4．1 ㊦3歳  
昭27．4．2～昭29．4．】 64歳 昔1  

酬比例部分のみを受けられ  
00   

昭16．4．2～・昭18．4．1  
昭18．4．2～唱20．4．1  
昭20．4．2－・昭22．4  
昭22．4．2～昭24．4  

昭和24年4月2日～昭和28年  
4月1日の間の生まれか  

昭和29年4月2日～昭和33年  
4月1日の間の生まれか  

3扱以上の障電着又は厚年  
被保険者期間が44年以上か  

はい↓      小、いえ      ↓     旦  60歳に なると      昭和3＄年4月2日－ 4月1日の聞の生ま  貝  はい        障 年      はいJ  －1 巴  ▼   蓋蓋三ヲ慧≡：卑慧にな  孟警笠詣        生年月日に応じて次の年常長 ると 昭38．4．2～昭85．4．161   昭30．4．2～昭32．4．1 62歳       昭85．4．2′一昭＄7．4．1 82   芸…急呈：室＝芸詮芸：‡…讃芦：ギ2   が明年以上か       昭37．4．2｛′昭39．4．163 昭39．4．2′→昭41．4．164   はい蓋  いいえ                65 に狂句              8鳩になるまで待つ机6傾から繰上げ支給の老齢厚生年金を受けられる  ト  
65歳になるまで特別支給の老齢厚生年金を受けられる  

65故になると  

老齢基礎年金と老齢厚生年金を受けられる  

送1 6鳴から葛餅基礎年金の一都または全部の繰上げを請求できる亡  
i；；2 60裁から経過的な繰上げ支給の老詩厚生年金を受けられる亡  



蟹のヱ 椿事基囁年金及び障害厚生年金等  

7．肺肝  

☆国民年金の被保険者期間中などに初診日がある場合☆   

里卿瞑者期間中、または、被保険者の資格を失った後でも60歳以上65歳未満で日本国内に住んでいる   
間に噂帯卿旦あるいは阜卿   

鱒草鞋牲岬埠されます。   

ただし、遡卿。   

（注）国民年金の被保健春期間のうち、保険料納付溝期間（免除期間を含む。）が2／3以上あること。  

もしくは、初診日前の直近」瑚阜。  

※ 受給事件のフロー（P14参照）  

☆20歳前に初診日がある場合☆   

旦即金には、瑚宇琴辱早）に1組慮たは   
2級の障害の状態にある場合は、時寧蔓卿要す。  

※ 受給事件のフロー（P15 参照）  

＜障書基礎年金の年金額＞  

・十貌障害の場合：990，100円（月額82，508円）＋子の加算板  

・2級庫書の場合：792，100円（月額66，008円）＋子の加算額  
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子の加算額は、1人目、2人目の子1人につき227，900円、3人目以降の子1人につき75，gOQ円です。  

厚生年金保険の被保険者期間中に初診日のある傷病によって、蜘貪  

IL！竪琴革卿され、3級の障害のある場合は、厚生年金保険の障書厚生年金（3搬）の  
みが支給されます。（障害等級表（P17～18参照））   

また、厚生年金保険の被保険者期間中に初診日のある傷病が5年以内に治り、3級よりやや軽い陣書が残ったときは、  

厚生年金保険の時事手当金（一時金）が支給されます。   

※障害厚生年金（1～3叔）及び障害手当金いずれの場合も初診日前に国民年金の保険料を納めなければならない期   

間があるときは、障害基礎年金と同じ一定の国民年金保険料納付要件を満たしていなければなりません。  

※ 受給事件のフロー（P16参照）  

＜障専厚生年金の年金額＞  

・1鍵唾睾の場合（障書基礎年金が同時に支給されます。）   

（障害厚生年金（報酬比例の年金椴×1．25）＋配偶者加給年金頼）  

＋（障害基礎年金（990，100円）＋子の加算頼）  

・阜現時寧の場合（障書基礎年金が同時に支給されます。）   

（障専厚生年金（報酬比例の年金額×1．0）＋配偶者加給年金額）  

＋（障害基礎年金（792．100円）＋子の加算椴）  

・旦貌竪睾の場合（障害基礎年金は支給されません。）  

障害厚生年金（報酬比例の年金額×1．0）  

・嘩軍手当垂（一時金）  

報酬比例の年金額×2．0  
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2．欄フ‘Ir  

（1）年会費給開始または障音字当会受給の未申告による保護費の不正受給  

（2）年金受給または障害手当金受給額の過少申告による保護黄の不正受給  

（3）年金額が改定されたことの未申告による不正受給  

（4）年金担保買付の返済終了に伴う受給開始の未申告による保護費の不正受給  

年金受給については、本来、朝野握  

鱒しかし、不正受給を兼鮒こ防止で  

きなかった原因のひとつには福祉事務所において、次のような点を確認しなかったことも原因のひとつとしてあげられ  

る。  

〔開始時〕  

（1）職歴及び傷病歴の確認不足  

（2）公的年金制度の加入期間の確認不足（厚年、国年、船保、厚年基金、国年基金、共済等）  
（3）年金受給の有無の確認不足  

（4）年金担保貸付の確認不足  

〔継続ケース〕  

（1）年金または障害手当金の支給年月日及び受給額の申告（確認）漏れ  

（2）被保護者の停専状況の確認と公的年金制度の加入期間の確認漏れ  

（3）受給者あてに通知される年金額改定通知書の確認漏れ  

（4）年金担保貸付の返済完了年月日の確認漏れ  
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確認方法   照   先  備  考   

（勤評税調査で  
障書厚生年金等は、課税されない  

の確認   
課税調査での確認は不可能  ため、課税調査での確昔は不可能で  

ある。   

②介護保険か   
市町村介ま保険担当課  

（ただし、障青年会を選択している  
介護保険料が年金から引き落とさ  

らの確認  
65歳以上の受給者の場合にかぎる。）   

れるため。  

厚生年金保険  

国民年金  ・社会保険事務所  

船員保険  

・加入していた厚生年金基金  

・企業年金連 

③公的年金機  
厚生年金基金  合会 （被保険者期間が短い者、加入していた  

開への照会  
厚生年金基金が解散している場合）  

・国民年金基金連合会  

国民年金基金   ・加入していた都道府県国民年金基金  

国家公務員共凛釦合  

共済組合   ・加入していた共済組合  
地方公務員等共演組合  

地方田仲開俵田休職且共済組合  

私立学校教職員共済組合   

④年金担保  
借入の申し込みは金融機関で行う  

貸付   
独立行政法人措祉医療機構  こととなるが、債務者の確認は金融  

機関では確認することができない。   
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（1）本人または家族等に年金受給に係る申告義務があることを事前に十分周知しておくこと。  
（2）生活保護開始時に被保護者より、公的年金加入期間（または職歴）等を十分確認すること。   
（当初面接時だけでなく、訪問時など気がついたときに確認すること。）  

（3）被保護者（家族）の傷病等を嘱託医または主治医に確認するとともに、疑いのある場合は社会保険事務所等へ確   
認すること。  

（4）年金担保貸付については、被保護者に借入できない旨を常に説明すること。   
また、既に貸付を受けている者については、完済焉了年月日の確認を行うこと。   

障害基礎年金についてlま、社会保険事務所よ  

り、毎月、「国民年金の裁定者一覧表」を市区  

町村役場に送付しているため、被保護者が受給  

している年金情報はこの一覧表で確認するこ  

とができます。  
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国民年金の被保険者期間中などに初診日がある場合  

〈出発点〉  
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